
離島漁業再生支援交付金（継続）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維
持・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。
一方、漁獲物の販売・漁業資材の取得など販売・生産面では不利な条件下に

置かれており、特に近年、消費者の鮮度志向が強まる中、販売面で一層不利な
状況におかれ、漁業就業者の減少・高齢化も一層進行している。
このような厳しい状況にある離島漁業が衰退すれば、離島経済に重大な損害

を与え、最終的には無人離島に陥り、延いては広大な排他的経済水域の管理に
も支障が生じるおそれがある。
このため、国と地域がそれぞれの役割に応じて離島集落の地域活動に対し支

援を行い、各島の特性の最大限の活用を図りつつ、離島の漁業を維持・再生さ
せていくことが重要であり、交付金による支援を実施する。

２ 事業内容
（１）離島漁業再生支援交付金

共同で漁業の再生等に取り組む離島の漁業集落に対し、交付金を交付する。

（２）離島漁業再生支援推進交付金
都道府県、市町村が実施する交付金の交付に関する説明会の開催、集落協定

や実施状況報告書等の審査・確認、集落の状況を踏まえた目標設定のための調
査及び指導等を行うための事務経費などを支援する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成27年度～平成31年度

５ 平成29年度予算概算決定 （前年度予算額）額
１，０５５，９９５千円（１，０５５，９９５千円）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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特定有人国境離島漁村支援交付金（新規）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持

・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。

離島の中でも、特定有人国境離島地域は特に遠隔であるなど不利性が離島の

中でも高い地域であるが、平成28年４月「有人国境離島地域の保全及び特定有人

国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」が成立し、第１５条で

は雇用機会の拡充への適切な配慮が求められ、特定有人国境離島地域の地域社会

の維持を図る必要があるとされている。

このため、水産物等地域資源を活用した漁業集落の取組を支援し、雇用機会

の拡充により特定有人国境離島地域の漁業集落の維持を図って行く必要があるた

め、交付金による支援を実施する。

２ 事業内容
特定有人国境離島地域において、漁業集落が行う雇用を創出するための取組

及び雇用の創出を円滑に行うための環境整備を市町村が支援する場合に要する
経費に対して交付金を交付する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成29年度～平成33年度

５ 平成29年度予算概算決定 （前年度予算額）額
３００，０００千円（－）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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離島漁業新規就業者特別対策交付金（継続）

１ 趣 旨
離島漁業は離島経済を支える基盤産業であるとともに、離島は荒天時の避難

先や燃料・水の補給など我が国漁業者の前進基地となっており、離島漁業の維持
・発展は我が国漁業にとって重要な課題である。

離島漁業の維持・発展のためには新規就業者の定着が重要であるが、新規漁業
就業者は自ら漁船・漁具等を取得する必要があるため、初期投資の大きさが漁業
就業の課題となっている。

このため、初期投資負担を軽減し新規漁業就業者の定着を図るため、離島の新

規漁業就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組を支援する。

２ 事業内容
「浜の活力再生プラン」を策定する地域の漁業集落において、当該集落が漁

協から借り受けた漁船や漁具等を、当該集落において独立して３年未満の新規
漁業就業者に最長３年間貸付を行う際のリース料を当該集落に対し支援するた
めの交付金を交付する。

３ 交付先及び事業実施主体
都道府県、市町村

４ 事業実施期間
平成27年度～平成31年度

５ 平成29年度予算概算決定 （前年度予算額）額
１５０，０００千円（１５０，０００千円）

６ 交付率
定額

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）
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浜の活力再生交付金（新規）

１ 趣 旨
水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト

削減のために具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」を実行している
ところ。
「浜の活力再生プラン」の目標の達成を支援するため、必要に応じたプランの

見直し、プランに位置づけられた共同利用施設の整備やプラン策定地域におけ
る水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策等の取
組を支援する。

２ 事業内容
（１）浜の活力再生プラン推進事業

漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な
実行を支援するため、プランの見直しに関する活動に対して支援する。

（２）水産業強化支援事業
浜の活力再生プランを上位計画として位置づけ、プランの取組に位置づけら

、 、れた共同利用施設の整備 プラン策定地域における水産資源の管理・維持増大
漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策に必要な整備等を支援する。

３ 委託先及び事業実施主体
（交 付 先 （１）地域水産業再生委員会）

（２）都道府県
（事業実施主体 （１）地域水産業再生委員会）

（２）都道府県、市町村、漁業協同組合 等

４ 事業実施期間
平成29年度～平成33年度

５ 平成29年度予算概算決定額（前年度予算額）
（１） ５０，０００千円（－）
（２）５，３５０，０００千円（－）

６ 補助率等
（１） 定額
（２） 定額（１／３、４／10、１／２、5.5／10、２／３以内）

７ 担当課
（１）浜の活力再生プラン推進事業について

水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）

（２）水産業強化支援事業について
水産庁加工流通課 ０３－３５９１－５６１２（直）
水産庁漁業調整課 ０３－３５０２－８４７６（直）
水産庁栽培養殖課 ０３－３５０２－８４８９（直）
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９１（直）
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０
０
（
ー
）
百
万
円
】

 

  
・
地
域
自
ら
策
定
す
る
「
浜
の
改
革
」
を
目
指
す
計
画

 
 
・
漁
業
所
得
の

10
%
以
上
の
向
上
を
目
標

 

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン

 

課
題

 
検
討

 
プ
ラ
ン
作
成

 
実
践

 

＜
以
下
の
事
業
に
よ
り
、
浜
プ
ラ
ン
の
実
行
を
支
援
＞

 

浜
の
活
力
再
生
プ
ラ
ン
推
進
事
業

 
浜
プ
ラ
ン
の
着
実
な
実
行
を
支
援
す
る
た
め
、
プ
ラ
ン
の
見
直
し
に
関
す
る
活
動
に
対
し
て
支
援

 

水
産
業
強
化
支
援
事
業

 
浜
プ
ラ
ン
を
上
位
計
画
と
し
て
位
置
づ
け
、
浜
プ
ラ
ン
の
取
組
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
浜
プ
ラ
ン
策
定
地
域
に
お
け
る
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持

増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
や
防
災
・
減
災
対
策
に
必
要
な
整
備
等
を
支
援

 

＜
ハ
ー
ド
事
業
＞

 
 
・
漁
業
収
益
力
や
水
産
物
流
機
能
の
強
化
の
た
め
の
共
同
利
用
施
設
等
の
整
備
を
支
援

 
 
・
種
苗
放
流
、
環
境
整
備
等
水
産
資
源
の
増
大
の
た
め
の
施
設
の
整
備
を
支
援

 
 
・
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
、
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
等
に
必
要
な
整
備
を
支
援

 

＜
ソ
フ
ト
事
業
＞

 
・
漁
場
の
利
用
調
整
、
密
漁
防
止
対
策
、
境
界
水
域
に

 
 
お
け
る
操
業
の
管
理
徹
底
等
を
支
援

 
・
内
水
面
の
調
査
指
導
、
生
産
履
歴
の
記
録
等
の
取
組

 
 
を
支
援

 
・
災
害
の
未
然
防
止
、
被
害
の
拡
大
防
止
、
ハ
ザ
ー
ド

 
 
マ
ッ
プ
作
成
等
を
支
援

 

津
波
避
難
タ
ワ
ー

 
種
苗
生
産
施
設

 
荷
さ
ば
き
施
設

 

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

 

鮮
度
保
持
施
設

 



渚泊推進対策（新規）

１ 趣 旨
平成28年３月に明日の日本を支える観光ビジョン構想会議で決定された「明

日の日本を支える観光ビジョン」において 「滞在型農山漁村の確立・形成」が、
※１位置付けられ、滞在を伴うインバウンド需要を農山漁村に呼び込む「農泊」

の推進を図ることとされています。農泊を農山漁村の所得向上を実現する上で
の重要な柱として位置付け、ゴールデンルートに集中しているインバウンドを

含めた旅行者を農山漁村に呼び込み、宿泊者数や農林水産物の消費拡大を図る
ことを重要課題としております。

このため、農山漁村振興交付金に農泊推進対策を新設し、この中で漁村地域
においては渚泊推進対策 として現場の実施体制の構築や地域資源を魅力ある※２

観光コンテンツとして磨き上げる取組（漁業体験プログラム等の企画、漁村で
の滞在に必要な宿泊施設の整備等 、国内外へのプロモーションに対する支援を）

推進していきます。
※１ 農泊とは、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁

村滞在型旅行）のこと。

※２ 渚泊とは、農泊のうち漁村地域における滞在のこと。

２ 事業内容
渚泊推進対策

（１ 「渚泊」を持続的に観光ビジネスとして推進することができる体制構築に向け）

た話し合いの経費、漁村地域の魅力を広く発信するためのストーリーづくりや
ホームページ作成等の経費を支援

（２）漁村での滞在に必要な宿泊施設や漁業体験施設等の整備を支援

３ 交付先及び事業実施主体
市町村、地域水産業再生委員会等

４ 事業実施期間
平成29年度～

５ 平成29年度予算概算決定額（前年度予算額）
１，０００，０００千円（―）

６ 補助率等
定額、１／２

７ 担当課
水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９２（直）



【
平

成
２
９
年
度
予
算
概
算
決
定
額
：

  
１,
０
０
０
（

―
）
百
万
円
】

 
渚
泊
推
進
対
策
（
農
山

漁
村

振
興
交

付
金
）
 

渚
泊
推
進

対
策

 （
新

規
）
 

・
漁

村
で
の

滞
在

に
必
要
な
宿
泊
施
設
や
漁
業
体

験
施
設

、
等

を
整

備
 

 

漁
業

体
験

用
船

 

渚
泊

を
推

進
す
る
た
め
に
必

要
な
施

設
整

備
 

○
 
地

域
資

源
を
活

用
し
た
観
光
コ
ン
テ
ン
ツ
を
創

出
し
、
漁

村
滞

在
型
旅

行
を
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
取
り
組
む
「
渚
泊
地
域
」
の
創
出
を
通
じ
て
漁
村
の

所
得

を
増

加
し
て
い
く
た
め
、
そ
れ
に
必
要
な
ソ
フ
ト
・ハ

ー
ド
対
策

を
一

体
的

に
支
援

 

○
 平

成
2
8年

３
月

に
内

閣
総

理
大

臣
を

議
長
と

す
る
明
日

の
日
本

を
支
え
る

観
光

ビ
ジ

ョ
ン

構
想

会
議

で
決

定
さ

れ
た

「
明

日
の

日
本

を
支
え
る
観

光
ビ

ジ
ョ

ン
」

に
「
滞
在

型
農
山
漁

村
の
確

立
・
形
成

」
が
位

置
付

け
ら

れ
た

と
こ

ろ
で

あ
り

、
特

に
、

訪
日

外
国

人
旅
行
者

を
含

め
た

農
山

漁
村
へ
の

旅
行
者
の

大
幅
増

加
に
よ
る

所
得

の
向

上
や

雇
用

の
増

大
を

図
る

た
め

、
日

本
な

ら
で

は
の
伝
統
的

な
生

活
体

験
や

農
村
地
域

の
人
々
と

の
交
流

を
楽
し
む

滞
在
で

あ
る

「
農

泊
」

を
持

続
的

な
観

光
ビ

ジ
ネ

ス
と
し

て
推
進
す
る

「
農

泊
推

進
対

策
」
を
創

設
。
こ
の

う
ち
漁

村
地
域
に

お
け
る

滞
在

を
「

渚
泊

」
と

し
て

渚
泊

の
推

進
に

取
り
組

む
。
 

古
民
家
等
の
改
修

 

○
実
施
主
体
：
市
町
村
、
地
域
水
産
業
再
生
委
員
会
等
 
○
実
施
期
間
：
上
限
２
年
 
等
 
○
交
付
率
 
 
ソ
フ
ト
：
定
額
（
上
限
8
0
0
万
円
等
）
、
ハ
ー
ド
：
１
／
２
 

漁
業
体
験
学
習
施
設

 

・
「
渚
泊

」
を
持

続
的
な
観
光

ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て
推

進
す
る
こ
と
が

で
き
る
体

制
構

築
に
向
け
た
話
し
合
い
等
の
経

費
 

・
漁

村
地

域
の

魅
力
を
広
く
発
信
す
る
た
め
の
ス
ト
ー
リ
ー
づ
く

り
や

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
作
成
経
費

 
 

 
 

 
  
等

 
漁
業
体
験

 

渚
泊

を
推

進
す
る
た
め
の

体
制

構
築

、
観

光
コ
ン
テ
ン
ツ
の

磨
き
上

げ
 

体
制

づ
く
り
の
た
め
の
話

し
合

い
 

体
験
プ
ロ
グ
ラ
ム
作
成

 



（復興庁計上分）

水産業共同利用施設復旧整備事業（継続）

１ 趣 旨
平成23年３月の東日本大震災により、太平洋沿岸域の水産業は壊滅的な被害

を受けた。主要な被災地である北海道から千葉県においては、水産業・水産加

工業が主要産業として地域経済の核となってきたと同時に、我が国国民への水

産物の安定供給にとって重要な役割を果たしてきた。被災地住民のみならず、

国民全体への水産物の安定供給を早期に実現するためには、漁業者等の共同利

用施設や放流用種苗生産施設等の再建が必須であり、そのために必要な支援を

図る。

２ 事業内容
（１）被災した漁業者、水産加工流通業者等の共同利用施設（荷さばき施設、加工

処理施設、冷凍冷蔵施設、製氷貯氷施設、給油施設、養殖施設、放流用種苗生

産施設等)のうち、規模の適正化や衛生機能の高度化等を図る施設等を整備する

場合に、整備費の一部を助成。

（２）地震や津波により被害を受けた漁港が必要最低限の機能回復を図るための施

設（係船環、車止め、物揚場等）及び漁港環境の復旧に必要な施設を整備する

場合、整備費の一部を助成。

３ 交付先及び事業実施主体
（交 付 先）県

（事業実施主体）漁業協同組合、水産加工業協同組合、事業協同組合等

４ 事業実施期間

平成24年度～平成32年度

５ 平成29年度予算概算決定額（前年度予算額）

１，２０３，７３２千円（３，５８４，７８２千円）

６ 補助率

２／３、１／２

７ 担当課

水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９１（直）

水産庁加工流通課 ０３－６７４４－２３５０（直）

水産庁栽培養殖課 ０３－６７４４－２３８３（直）



背
景

 

補
助

率
：
岩
手
・
宮
城
・福

島
２
／

３
 

 
 

 
 

 
上

記
以

外
の
道
県
１
／
２

 

【
平

成
29
年

度
予
算

概
算
決
定

額
  
 1

,2
0
4（

3
,5

85
）百

万
円
】 

 

東
日

本
大
震
災

の
発
生
に
よ
る

 
共

同
利

用
施
設

の
被
害
状
況

 
 
（
平

成
２
４
年

１
１
月

９
日
現
在
）

 

荷
捌
き
施
設

 

水
産
物
冷
蔵
施
設

 

荷
捌
き
施
設
と
製
氷
施
設

 

被
害

施
設
数

：
１
，
７
２
５
施
設

 
被

  害
 金

  額
：
１
，
２
４
９
億
円

 

事
業

の
内

容
 

・
漁
協

等
の
共
同
利
用
施
設
の
整
備

 
・
個
人
経
営
か
ら
協
業
化
す
る
際
の
共

  
 

   
   

 
   
同
利
用
施
設
の
整
備

 
 ・

漁
協
等
の
陸
上
・海

上
養
殖
施
設
、

 
  養

殖
関
連
施
設
の
整
備

 

・
魚
類
・
貝
類
種
苗
生
産
施
設
の
整
備

 
・
さ
け
・
ま
す
種
苗
生
産
施
設
の
整
備

 

・
漁

港
の
機
能
回
復
に
必
要
な
施
設
の

 
 
整
備

 
・
漁
港
環
境
の
復
旧
に
必
要
な
施
設
の

 
 

 
 
整
備

 
岸
壁
等
の
軽
労
化
施
設

 

ノ
リ
の
乾
燥
施
設

 
カ
キ
・
ホ
タ
テ
等
養
殖
施
設

 

さ
け
・
ま
す
種
苗
生
産
施
設

 
魚
類
・
貝
類
種
苗
生
産
施
設

 

水
産
加
工
処
理
施
設

 
鮮
度
保
持
施
設

 

本
格

的
な
水
産
業
の
復
興
に
向
け
、
被
災
し
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
を
支
援

 

漁
港
環
境
整
備
施
設

 

（
復
興
庁

計
上

分
）
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